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研究成果の概要（和文）：国内の地方公共交通は、地域創生・地域活性化の基盤の1つとして位置付けられてい
ます。地方公共交通の1つである自治体が運行するコミュニティバスについて、乗客の高い利用満足度と効率的
な運行を目指し、運行自治体はその対応策を喫緊の課題としています。しかし、厳しい人手不足や財政状況の下
では、業務改善のための材料となる利用状況を把握することが容易ではありません。
本研究は、自治体コミュニティバスの運行管理支援を目的とした、バスの利用状況調査および運行状況管理を容
易に実施できるための、アンケート調査機能や乗降客計測機能、バス車両位置データ提供機能を備えた情報シス
テムを構築し、その有効性を確認しました。

研究成果の概要（英文）：Domestic local public transportation is positioned as one of the 
infrastructures for regional revitalization. With regard to community buses operated by local 
governments, which are one of the local public transportations, the governments have made it an 
urgent issue to aim for high passenger satisfaction and efficient operation.
However, it is not easy for them to grasp the usage status which is a material for business 
improvement under severe labor shortages and financial conditions.
In this research, I built an information system which equipped with a questionnaire survey function,
 a passenger measurement function, and a vehicle position data provision function. And I confirmed 
the effectiveness to easily carry out usage status surveys and operation status management for 
supporting the operation management of community buses.

研究分野：交通情報学

キーワード： 地域公共交通　コミュニティバス　運行管理支援　利用状況調査　バスロケーションシステム　標準的
なバス情報フォーマット　GTFS-JP　GTFS
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、多くの自治体が運行するコミュニティバスの運行管理の問題点である、厳しい人的・財政的状況の下
での運行実態や利用状況の把握といった機能を備え、専用機器を使わず汎用機器を用いることでより低コストか
つより容易に実現可能な、実用性の高いつ情報システムを構築しました。
システム構築後、このシステムを利用することで得られたデータをもとに、運行自治体はその運行管理の改善に
向けた政策を立案できるようになるといった見通しを得られました。
さらに、乗客にも運行状況を提供する機能（バスロケーションシステム）を備えていた情報システムとなってお
り、地域貢献・社会貢献といった面で意義のある研究でもあります。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 
（公財）日本バス協会によれば、国内のバス利用者数は昭和 43年度の約 101億人をピークに
減少傾向にあり、平成 23年度は 41億 1,770万人まで減少している。このような利用者数の減
少傾向に伴い、国内のバス輸送については、路線バスの参入及び撤退に係る規制緩和（平成 20
年）や、コミュニティバス等の普及促進、市町村バスや NPOによるボランティア有償運送の制
度化等を内容とする道路運送法等の一部を改正する法律が成立（平成 22年）し、その結果とし
て、バス路線の柔軟な新規参入・撤退が可能となり、自治体によるコミュニティバスが全国各地
で運行されている。 
コミュニティバスとは、法的な定義されている概念はないものの、国土交通省によれば“地方
公共団体等がまちづくりなど住民福祉の向上を図るため交通空白地域・不便地域の解消、高齢者
等の外出促進、公共施設の利用促進を通じた『まち』の活性化等を目的として、自らが主体的に
運行を確保するバス”とされている。国内で運行されるコミュニティバスは、運行主体である自
治体の人的・財政的な制約のため、その運行管理にさまざまな課題を抱えている。運行自治体担
当者の数が極めて少なく、さらに多額の税金を投入して運行せざるを得ない実態があり、計画通
りに実際に運行されているかどうかや利用動向をより厳密に把握することが求められる一方で、
それらの把握は困難を極めている。さらに運行自治体には、地域公共交通の活性化及び再生に関
する法律（平成 19 年法律第 41 号）に基づく地域公共交通網形成計画ならびに地域公共交通再
編実施計画の作成も求められており、それら計画の基礎データが必要となっている。 
これらの課題を解決すべく、運行自治体は、人的・財政的な制約下で、多額の費用をかけてコ
ンサルタント業者に依頼し利用動向調査を試みたり、バス運行依頼先の業者に対して運行状況
の定期的な報告や事情聴取を実施したり、住民向けのバス利用に関するアンケートを実施した
りと、バス運行の現状や利用動向を把握するための試行錯誤を続けている。ただ、その結果が、
質・量ともに運行自治体にとってその後のダイヤ改正等のバス運行の改善につながるデータと
して有効であるとは言い難い。 
これらバス運行の課題解決についての民間企業の事例として、（株）イーグルバスのバス運行
の“見える化”のための ICT 活用があるが、その取組み、特に情報システムや各種コストの詳
細についてはオープンにされておらず、他企業および自治体コミュニティバスへの応用は困難
である。また、Suicaをはじめとする交通系 ICカードによる利用客データの収集方法も存在す
るが、その設置費用は自治体にとって高額であり、採用に踏み切れていない。学術機関の関連研
究事例としては、東京大学生産技術研究所が OpenTrans.itという、世界標準 GTFS形式でのオ
ープンデータによるコミュニティバス基盤データ整備に取り組んでいるが、バス利用客に対す
る一方向のデータ配信にとどまっており、バス利用客からの利用目的等のデータ収集は対象外
である。 
これまでの研究では、利用状況および運行状況を、より低コストかつより容易に把握できるよ
うにするための、コミュニティバス運行管理支援システムの開発を平成 25年度より進めている。
これまで福岡県遠賀郡芦屋町のコミュニティバス「芦屋タウンバス」をターゲットとして、本シ
ステムの主機能の１つである、利用状況を把握するための簡易アンケート調査機能付き利用者
数計測 Androidタブレット向けアプリ「ASHIYA」、そして乗降客数記録用アプリ「SHINGU」
を開発してきた。芦屋タウンバスでの平成 25 および 26 年度の実証実験で収集したデータが、
需要の高い時間帯の増便や利用客数の少ない路線の減便といった、平成 27年 3月のダイヤ改正
の基礎データとして活用された。また、平成 27年度からは福岡県福津市のコミュニティバス「ふ
くつミニバス」・福岡県糟屋郡新宮町のコミュニティバス「マリンクス」においても同様の実証
実験を実施し、今後のダイヤ改正等に活用される見通しである。 
 
 
２．研究の目的 
 
延長 1年を含む計 4年間の研究期間で、汎用 ICT機器であるモバイルデータ通信機能付きの
タブレット端末を用いた、バス利用状況調査および運行状況管理のための運行管理支援システ
ムの実用化を図り、その実現見通しを得ることを目的とする。 
まず、複数の自治体コミュニティバスで同時運用した場合の、従来開発してきた両アプリの運
用面の問題点を洗い出し、その問題点を解決することでアプリの運用面の信頼性を高める。また、
このアプリから得られたデータを主に、自治体担当者ならびにバス利用客にリアルタイムに提
供できるWebシステムをそれぞれ構築する。これらWebシステムは、我々が提案している運用
管理支援システムのもう 1 つの主機能と位置づけられており、運行自治体担当者にはアンケー
ト調査結果や運行バス車両の過去および現在の位置データを、バス利用客にはバスの運行状況
や時刻表などのデータを提供する。 
 



 
３．研究の方法 
 
4 年の研究期間のうち、1年目に複数の自治体コミュニティバスで同時運用した場合の、アプ
リ「ASHIYA」「SHINGU」の運用面の問題点を洗い出し、その問題点を解決することでアプリの運
用面での信頼性を高める。2年目は、このアプリから得られたデータを運行自治体担当者が Web
上で閲覧できる、アンケート調査・バス位置データ提供 Web システムを構築する。 3 年目には、
前年度に構築した運行自治体担当者向け Web システムの改良を行い、合わせて前述のアプリか
ら得られたデータをバス利用客が Web 上で閲覧できる、バス位置データ提供 Web システムを構
築する。なお、3年目には新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、システムの評価検証の実
施が困難となったため、研究機関を 1年延長している。 
 
【1年目：平成 29年度】 
複数の自治体コミュニティバスで同時運用した場合の、アプリ「ASHIYA」「SHINGU」の運用面
の問題点を洗い出し、その問題点を解決することでアプリの運用面での信頼性を高める。 
現在の両アプリは、単独の自治体コミュニティバスでの運用を前提として開発されてきたが、
今後の実用化に向け複数の自治体コミュニティバスでの同時運用することが想定される。その
ため、福岡県内の複数の協力自治体（研究開始時点で 5自治体の予定）のうち、2ないし 3自治
体で同時運用する 2 週間から 1 ヶ月程度の実証実験を試みる。各自治体により運行曜日や時間
帯が異なることから、両アプリの運用に必要な機器の耐久性を含めたアプリ動作の問題点を洗
い出しアプリの改良を行う。特に、データが大量に収集される平日昼間の時間帯に、複数台のタ
ブレットに導入された両アプリから送信されるアンケート調査およびバス位置データを滞りな
く処理できるかという点が懸念される。そこで、実験規模を変化させつつ、実証実験と改良を繰
り返すことで、アプリの運用面の信頼性を高める。合わせて、実証実験の際に収集されたデータ
およびその分析結果を各自治体に提供し、運行自治体担当者にそれらデータを評価いただき、ア
プリの実用性を確認する。 
 
【2年目：平成 30年度】 
運行自治体担当者向けのアンケート調査・バス位置データ提供 Web システムを構築する。 
  このシステムは、アプリ「ASHIYA」「SHINGU」で収集したアンケート調査データおよびバス位
置データを開発システム内でデータベース化し、Web ブラウザで表示、閲覧させる機能を持つ。
両アプリから送信されデータベース化されたアンケート調査データは、曜日・時間帯・タッチ位
置バス停といった項目別に集計でき、その結果を運行自治体担当者がリアルタイムに Web ブラ
ウザで把握できる。また、アンケート調査とは別に、両アプリには一定時間間隔でバス位置デー
タ（GPS）が発信される機能が備わっており、その位置データが開発システム内でデータベース
化され、このデータベースから過去ならびにリアルタイムのバス運行状況を追跡、把握できる。 
以上の 2 つの機能を持つ Web システムを開発し、大学研究室内に設置されたサーバに導入す
る。この Web システムを導入後、前述の複数の自治体コミュニティバスで試験運用を行い、デー
タベース化されたアンケート調査データおよびバス位置データを運用自治体担当者に閲覧、確
認してもらい、その Web システムの使用感、問題点、要望をヒアリングし、その実用性を検証す
る。 
 
【3年目＆4年目：平成 31年・令和元年度～令和 2年度】 
2 年目に構築した運行自治体担当者向けのアンケート調査・バス位置データ提供 Web システム
の改良を行う。 
前年度のこの Web システムに関する運行自治体担当者向けのヒアリング調査にもとづき、さ
まざまな運行形態のコミュニティバスに対応できるよう、システムの改良を行う。研究開始時に
想定される改良事項として、収集した各種データをオープン化し、他の運行自治体担当者に閲覧
させることが挙げられる。このデータのオープン化は、他の自治体の運行状況および運行管理の
実際についてそのデータを共有し、そこから相互の運行管理ノウハウを共有するといった、この
システムの有効性を広く多くの自治体に活用してもらう方策として検討しているものである。
このデータのオープン化は技術的には可能であると判断しているが、その必要性に関して協力
自治体との議論を重ねその意義を見極めた上で、必要に応じて機能追加の形で改良を行う。 
また、2年目よりシステムを導入していた研究室内のサーバからクラウド上のサーバへシステム
を移行し、システムを利用する自治体数およびバス車両数が増加した場合の、将来のクラウド上
でのシステム運用の実現可能性を検証する予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影
響を受けその検証作業を 1年延長することとした。 
また、アプリ「ASHIYA」「SHINGU」から得られたデータをバス利用客が Web 上で閲覧できる、
バス位置データ提供 Web システムを構築する。 
前年度より構築を進めている運行自治体担当者向けの Web システムとバス位置データ管理と
いう共通機能を持ち、バス利用客向けに提供データの表示内容を変更追加したシステムとして、
バス利用客向けバス位置データ提供 Web システムを構築する。研究開始時に想定される機能と
して、バス利用客に提供すべき時刻表データや路線データ、地図上でのバス停の位置データ、目



的地最寄りバス停までの経路データの表示、バス利用客ごとにカスタマイズされた時刻表デー
タの作成、表示等が挙げられる。これらの機能を持つ Web システムを開発し、大学研究室内に設
置された Web データサーバに導入する。この Web システムを導入後、前述の複数の自治体のコミ
ュニティバスで試験運用を行い、運行自治体担当者を介して調査依頼するバス利用客にこの Web
システムを利用してもらい、その使用感、問題点、要望をヒアリングしてシステムの実用性を検
証する。 
 
４．研究成果 
 
【1年目：平成 29年度】 
平成 29 年度は、複数のコミュニティバス（福岡県糟屋郡須恵町コミュニティバスおよび福岡
県糟屋郡久山町コミュニティバス「イコバス」）で同時運用した場合の、簡易アンケート調査用
アプリ「ASHIYA」および乗降客数記録用アプリ「SHINGU」の運用面の問題点を洗い出し、その問
題点を解決することでアプリの運用面での信頼性を高めた。具体的には、福岡県内の複数の協力
自治体のうち、2 つの自治体（須恵町、久山町）で同時運用する 2 週間（11 月 1 日～15 日）の
実証実験を試みた。 
各自治体により運行曜日や時間帯が異なることから、両アプリの運用に必要な機器の耐久性
を含めたアプリ動作の問題点を抽出し、アプリの改良を行った。具体的には、データが大量に収
集される平日昼間の時間帯に、複数台のタブレットに導入された両アプリから送信されるアン
ケート調査およびバス位置データを滞りなく処理できるかという点が懸念されていたが、万一、
データ送信が滞った際に、送信できなかったデータを事後の良好な通信環境下で再送できる機
能を追加することで、アプリの運用面の信頼性を高めた。併せて、実証実験の際に収集されたデ
ータおよびその分析結果を各自治体に提供し、運行自治体担当者にそれらデータを評価しても
らい、アプリの実用性を確認した。 
 
 
【2年目：平成 30年度】 
平成 30年度は、運行自治体担当者向けの「アンケート調査・バス位置データ提供 Web システ
ム」を構築した。このシステムは、平成 29 年度に開発したアプリ「ASHIYA」「SHINGU」で収集し
たアンケート調査データおよびバス位置データを開発システム内でデータベース化し、Web ブラ
ウザで表示・閲覧させる機能を持つ。両アプリから送信されデータベース化されたアンケート調
査データは、曜日・時間帯・タッチ位置バス停といった項目別に集計でき、その結果を運行自治
体担当者がリアルタイムに Web ブラウザで把握できる。また、アンケート調査とは別に、両アプ
リには一定時間間隔でバス位置データ（GPS）が発信される機能が備わっており、その位置デー
タが開発システム内でデータベース化され、このデータベースから過去ならびにリアルタイム
なバス運行状況を追跡・把握できる。 
これらの機能を持つシステムを開発し、大学研究室内に設置されたサーバに導入した。このシ
ステム導入後、福岡県内の複数の自治体コミュニティバス（小郡市、嘉麻市、古賀市、新宮町、
須恵町、築上町、久山町）で試験運用を行い、データベース化されたアンケート調査データおよ
びバス位置データを運用自治体担当者に閲覧・確認いただき、このシステムが実運用に耐えうる
見通しを得ることができた。 
 
【3年目：平成 31・令和元年度】 
平成 31（令和元）年度は、前年度に構築した運行自治体担当者向けの「アンケート調査・バス
位置データ提供 Web システム」を改良した。これまでに開発したアプリ「ASHIYA」「SHINGU」で
収集したアンケート調査データおよびバス位置データを開発システム内でデータベース化して
おり、システムの設定を変更することで、このデータベースから各種データを取り出し Web ブラ
ウザで表示・閲覧させる対象者を柔軟に変更できるよう改良した。また、もう 1つの課題であっ
た、アプリ「ASHIYA」「SHINGU」から得られたデータをバス利用客が Web 上で閲覧できる「バス
位置データ提供 Web システム」の機能を新たに構築した。 
このシステムを、福岡県内の複数の自治体コミュニティバス（小郡市、古賀市、新宮町、須恵
町、久山町）で試験運用を行い、データベース化されたアンケート調査データおよびバス位置デ
ータを運用自治体担当者に閲覧・確認いただいた。ただ、年度途中で新型コロナウイルス感染拡
大の影響を受け、構築システムの評価検証が予定通り実施できなかったため、研究機関を 1年間
延長することとした。 
 
【4年目：令和 2年度】 
令和 2年度は、一昨年度に構築した運行自治体担当者向けの「アンケート調査・バス位置デー
タ提供 Web システム」の改良版について、前年度の新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け中
断していた実証実験を実施した。この改良版では、これまでに開発したアプリ「ASHIYA」「SHINGU」
で収集できるアンケート調査データおよびバス位置データを開発システム内でデータベース化 
しており、システムの設定を変更することで、このデータベースから各種データを取り出し Web
ブラウザで表示・閲覧させる対象を柔軟に変更できる。また、もう 1つの課題であった、アプリ



「ASHIYA」「SHINGU」から得られたデータをバス利用客が Web 上で閲覧できる「バス位置データ
提供 Web システム」の機能を備えている。 
このシステムを、福岡県内の複数の自治体コミュニティバス（古賀市、新宮町、須恵町、久山
町）で試験運用し、データベース化されたアンケート調査データおよびバス位置データを運用自
治体担当者に評価いただき、実運用における有効性を確認した。 
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